
判 定

わしと一緒に、農地区分を判
定してみよう。

初めに、農用地区域内農地
かどうかの確認じゃ。

スタート

未定稿（この資料は平成23年１月
28日現在のものです。）

（用地選定の参考にして下さい。）

農地区分

農用地区域内農地
原則不許可

申請地が、市町村の定める農業振興地域整備計画で農用地として利用すべき土地の区域
（農用地区域）に指定されている。［農業振興地域の整備に関する法律第8条第2項第1号］
申請地が、市町村の定める農業振興地域整備計画で農用地として利用すべき土地の区域
（農用地区域）に指定されている。［農業振興地域の整備に関する法律第8条第2項第1号］

YN

かどうかの確認じゃ。

【農用地区域内農地の判定】

１

途

原則不許可
＜例外許可＞
① 土地収用法の規定による告示
② 農用地利用計画で指定された用途

（農業用施設等）
③ 仮設工作物の一時的な利用

YesNo

申請地が、府県の定める都市計画で市街化を抑制すべき区域（市街化調整区域）に指定されている。
［都市計画法第 条 号及び 号］

次は、甲種農地かどうかの確認じゃ。
第3種や第2種より先じゃぞ。

【甲種農地の判定】

２
甲 種 農 地

原則不許可
＜例外許可＞
上記の①③のほか

［都市計画法第7条1号及び2号］

YesNo 申請地が、次のいずれかに該当する。
①おおむね１０㌶以上の規模の一団の農地の区域内にあり、機械による
営農に適している。

２

３

④ 農業用施設、農産物処理加工
販売施設、その他（都市等との
地域間交流施設、農業従事者の
就業機会増大に寄与する施設、
敷地面積が500㎡を超えない集
落に接続する住宅等

②国又は県の直営又は補助による土地改良事業（面的整備）を実施し、事
業完了の翌年から８年を経過していない。

Yesここでやっと第3種農地と第2種農地じゃ。
第3種農地は市街地又は市街地化の傾向の著し
い区域内にある農地じ

No
落に接続する住宅等

※ただし、第1種農地及甲種農地以
外の周辺の土地に設置すること
によっては目的を達成できない
場合に限る）

⑤ 特別な立地が必要な事業（調
査研究 資源 採取 給油所 休

い区域内にある農地じゃ。

位置図に色鉛筆で市街地又は市街地化の傾向
の著しい区域を線で囲んでみてくれ、申請地は線
の内側にあるかな？線の外側なら第3種は飛ばし
て第2種農地の判定に進んでよいぞ。

【第３種農地の判定】
査研究、資源、採取、給油所、休
憩所、既存施設の拡張1/2を超え
ない）

⑥ 隣接する土地との同一の事業
（甲種農地の割合が1/5を超えない）

⑦ 公共性が高いと認められる事
業（土地収用該当事業 土地改

申請地が、「公益的施設の整備状況（Ａ）」や「宅地化の状況（Ｂ）」からみて、
次のいずれかに該当し、市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある。

４
①水管、下水道管又はガス管のうち２種類以上が埋設されている道路の沿道の区域であって、

容易にこれらの施設の便益を享受することができ、かつ、申請に係る農地からおおむね
500メ トル以内に２以上の教育施設 医療施設その他の公共施設又は公益的施設がある

(A)
業（土地収用該当事業、土地改
良事業の非農用地区域）

⑧ 地域整備法等に従って行われ
る場合

第3種農地

500メートル以内に２以上の教育施設、医療施設その他の公共施設又は公益的施設がある。
②申請農地からおおむね300メートル以内に、 鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着場、

自動車専用道路等の出入口、県庁、市役所、町村役場、又はﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙがある。

③住宅の用若しくは事業の用に供する施設又は公共施設若しくは公益的施設が連たんしている。
④街区の面積に占める宅地の面積の割合が40パ セントを超えている

(B) Yes

第2種農地
周辺の他の土地で目的が達成

第3種農地
許可できる

④街区の面積に占める宅地の面積の割合が40パーセントを超えている。
⑤都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域が定められている（農業上の土地利用と

の調整が調ったものに限る。）。
⑥土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業区域

No

Yes

代替地があれば、
不許可じゃぞ

周辺の他の土地で目的が達成
できると認められる場合には、
原則不許可
＜例外許可＞
上記①③④⑤⑥⑦⑧のほか
⑨ 市街地に設置困難な施設（火薬

５
＜上記４の(A)になることが見込まれる区域＞
① 相当数の街区を形成している区域

申請地が、次のいずれかに該当する区域内にある。

No【第２農地の判定】

Yes⑨ 市街地に設置困難な施設（火薬
庫、ごみ焼却場、下水又は糞尿処
理施設等）なお、④のその他の施
設については代替地があっても許
可できる。また、集落に接続する住
宅等の敷地面積の制限はない

② 鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着場、県庁、市役所、町村役場又はﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの周囲おお
むね500メートル（当該施設を中心とする半径500メートルの円で囲まれる区域の面積に占める当該
区域内にある宅地の面積の割合が40パーセントを超える場合にあっては、その割合が40パーセント

となるまで当該施設を中心とする円の半径を延長したときの当該半径の長さ又は１キロメートルのい
ずれか短い距離）以内の区域

Yes

第1種農地
原則不許可
＜例外許可＞
上記①③④⑤⑥⑦⑧のほか
⑨ 市街地に設置困難な施設（火

＜上記４の(B)になることが見込まれる区域＞

③ 住宅の用若しくは事業の用に供する施設又は公共施設若しくは公益的施設が連たんしている区域
に近接する区域内にあり、その農地の区域の規模がおおむね10ヘクタール未満である

⑨ 市街地に設置困難な施設（火
薬庫、ごみ焼却場、下水又は糞
尿処理施設等）

④の集落に接続する住宅等の敷
地面積の制限はない

⑥の隣接する土地との同一の事
業 第 種農地 割合 を

No

申請地が 次のいずれかに該当する

【第１農地の判定】

第1種農地の重要な要件は、特定土地改良事業の実施

の有無じゃ。第１種農地は、甲種農地の要件と異なり、過
去に実施した農業用用排水施設の新設や変更も含まれ
ることに注意が必要じゃぞ。 Yes

業の第1種農地の割合は1/3を
超えないこと

その他の農地（第2種農地）
→第2種農地と同じ

申請地が、次のいずれかに該当する。
① おおむね10ヘクタール以上の規模の一団の農地の区域内にある農地。
② 国、県、市町村等の直営又は補助による土地改良事業を実施している。
③ 傾斜、土性その他の自然的条件からみてその近傍の標準的な農地を超える生産をあげることが

できると認められる農地。

６

甲種農地、第１種農地、第２種農地、及び第３種農地のいずれの要件にも該
当しない農地であり、具体的には、中山間地域等に存在する農業公共投資
の対象となっていない小集団の生産性の低い農地等が該当する。

【その他の農地の判定】

７
その他の農地に判定する場合は、これまで
の１～６に該当しないことを証明する必要
があるから、一番手間がかかるな。
最後まで、つきあってくれてありがとう。

No Yes



農地転用許可事務の流れ

参考

市街化区域以外

農地転用許可事務の流れ

市街化区域内 （届出）

届出者
農業 会

①届出書提出

②受理通知 農林水産大
届出者

農業委員会②受理通知

●府県知事許可の場合

農林水産大臣

２ｈａを超え４ｈａ
以下の場合

●府県知事許可の場合

①申請書提出 ②意見を付して送付
③許可につき
意見を聴く

協
議

回
答

農業委員会

申請者

府 県
農業会議

●農林水産大臣許可 場合

府県知事
④意見提出⑤許可通知

●農林水産大臣許可の場合

①申請書提出 ②意見を付して送付

府県知事

農林水産大臣申請者
③許可通知

農地転用の相談窓口

近畿農政局内に農地転用及

び農業振興地域制度に係る相び農業振興地域制度に係る相
談・苦情処理窓口が開設され
ております。また、府県の農地
担 部 村農業 会担当部局、市町村農業委員会
においても相談体制をとってお
り 農地転用に関して幅広く相り、農地転用に関して幅広く相
談に応じています。

【問 合わ 先】【問い合わせ先】
近畿農政局農村計画部農村振興課 ０７５－４１４－９１６１ （内２４２０，２４１６）


